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本稿では大阪外国語大学留学生別科(1954-1994)お よび留学生日本語教育センター(1994-)に おいて実施

されている(さ れた)様 々な日本語教育プログラムの中から、「専門性」に関わる事例を報告する。大阪外国語大

学で多年に亙って継続されてきた日本語教育の試みにおいて、専門性をめぐる問題は、(1)日本語能力との関係、(2)

学習技能との関係、(3)教科内容と日本語教育の関係において整理され、(i)選択学習技能別クラス、(ii)選択専門

読解クラス、(iii)専門演習クラス、(iv)必修専門科目クラスといった授業提供のあり方と指導方法において対応が

図られている。本稿は、大阪外国語大学における日本語教育を概槻することによって、専門性をめぐって日本語教

育が抱える課題を明らかにするものである注1。
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1.は じめに

大阪外国語大学において 日本語教育が本格的に開始 さ

れたのは、昭和29年(1954年)、 留学生別科が設置 され

国費研究留学生を対象 とした予備教育が始められた年で

ある。当初30名 だった受入定員も、10年 後には100名

を越え、さらに17年 後の1981年 には200有 余名にま

で増加した。大学院 レベルの研究を行 うために来 日した

学生 ・研究者に対 して6ヶ 月の予備教育を行 う本プログ

ラムは、学習者の専門分野や 日本語 レベル、 日本につい

ての知識、日本語に対するニーズといった諸々の要素へ

の対応とい う形を通 して徐々に改良が重ねられてきた。

学生数の増加 といった量的な変化 もさることなが ら、

学生が求める日本語の多様化 という質的変化は、大阪外

国語大学で提供する日本語教育プログラムのありようを

問い直す契機 となった。1985年 には学部 レベルの 日本

語 ・日本文化研修留学生に対す る日本語教育が、1991

年には学部留学生を対象 とした学部入学前の予備教育が

開始され、それまで大学院レベルの留学生に対する予備

教育を中心 としてきた日本語教育は抜本的に見直 される

こととなった。

学生の中には、理科系分野の研究を行 う者から社会 ・

人文科学系分野専攻の者まで含まれてお り、それぞれが

高校を卒業 したばかりのレベルから、学部3・4年 生、

さらには母国の大学院で研究を始めているレベル、既に

研究職 ・教育職に就いているレベルにまで亙っている。

そ うした多様な学生が、一定数、毎年等 しく 「大学での



研究生活に必要な 日本語(学 術 日本語)」 を求めてプロ

グラムに参加す るとい う状況は、多様性の中の共通性、

等質の中の特殊性 とい う問題を提起 し、その問題への対

応の経験を重ねてきたことが、結果 としてセンターのプ

ログラムに 「専門日本語教育」についての視座を与えて

くれることとなった。

日本語教育を 「専門性」の観点から見た場合、考える

べき点は次のように整理できる。第一に、研究レベルあ

るいは専門性のレベル と目本語 レベルの関係である。単

純な言い方をすれば、 日本語はできるが専門分野につい

てほとんど知識を有さない学部 レベルの学習者と、 日本

語の知識はないが専門分野における一定レベルの知識を

有する大学院 レベルの学習者 とがそれぞれに求める日本

語は何かとい う問題である。

第二に、学習者が必要 とする学習技能の異な りの問題

である。学習者の専門分野によっては、日本語使用が期

待される場面や程度に違いがあり、論文作成か ら研究発

表、日常生活の全てに至るまで日本語の使用が求められ

る学習者がいる一方で、日本での短期間の研究生活中の

ごく一部に日本語使用が限られている学習者もいる注'。

専門分野の研究において学習者が 日本語で必要 としてい

る学習技能は何かという点について、学習者間には大き

な隔たりがある。

第三に、日本語教育と教科教育の内容の関係である。

具体例を挙げれば、学部入学のための予備教育における

数学、政治経済、日本史 といった授業において、それぞれ

の教科内容の教育と日本語の教育は どのような関係にあ

るのかといったことである。媒介語を用いた数学教育 ・

目本史教育の意味や妥当性を予備教育においてどのよう

に捉え位置づけるのか とい う大きなテーマにも発展する

問題である。

上記三点はそれぞれに議論の分かれる問題であり、教

育にあたる機関の特性や 日本語教育を支えるバックアッ

プ体制のあり方などによって様々な取 り組みが可能であ

ろ う。教育に携わる教師の専門性についても考えねばな

るまい。

また一方において、 日本各地の大学で英語を媒介語 と

した理工学や社会科学系分野の研究 ・教育の試みが始動

している。留学生をめぐる大学教育が多様な広が りを見

せ始めた現在の文脈の中で、これまで大阪外国語大学が

行ってきた日本語教育の様々な試みを紹介 し検討を加 え

ることは、大学における日本語教育に対 しての問題提起

となり得るだろう。

本稿では、大阪外国語大学で過去45年 に亙って行わ

れてきた日本語教育を踏まえ、現在留学生日本語教育セ

ンターで実施 されている日本語教育の試みを紹介し、そ

の特徴を整理することで、大学における日本語教育の専

門性をめぐる課題を明らかにしたい。

2.大阪 外国籍大学における日本語教育

まず始めに、大阪外国語大学留学生日本語教育センタ

ー(以 下、センター と略称する)で 行われている目本語

教育の全体像を簡単に紹介する。

現在センターで行われている日本語教育プログラム

は、次の四つに大別できる。(1)研 究留学生対象6ヶ 月

予備教育[大 学院 レベル]、(2)教 員研修留学生対象6ヶ

月予備教育[大 学院 レベル]、(3)日 本語 ・日本文化研究

留学生(以 下、目研生)対 象12ヶ 月日本語教育[学 部

レベル]、(4)学 部留学生対象12ヶ 月予備教育[学 部 レ

ベル]。以上に加えて1999年 秋からは短期留学生プログ

ラムが本格的に開始 され る予定である。

授業は概ね、(a)目 本語能力別に編成された固定クラ

スで文法 ・語彙 ・表記を学ぶ必修 日本語 クラス、(b)学

習技能別、専門分野別に編成 され個々に独立した授業を、

各学習者が選択登録す る選択 クラス、(c)個 別指導、の

3種 に分けられ る。全体 としては、(1)か ら(4)の プログ

ラムと、(a)か ら(c)の クラスを掛け合わせ、再編成 した

授業が提供 されている。

(a)では大学生活に必要な一般的な文法 ・語彙 ・表記

を教 える授業を、(b)(c)で は学生の専攻分野を考慮した

授業(専 門分野別 クラス:「 経済学専門読解」「漢文講

読」等、学習技能別 クラス:「論文作成」「演習発表」「通

訳翻訳」等)を 提供 している。専攻分野に関係なく大学

での研究生活上共通 して必要な一般的な 日本語をレベル

別 に提供して学習者の等質性に応えるのが(a)の 目本語

授業であり、一方、学習者の多様性に 「選択制」 という

システムによって応えているのが(b)で ある。(c)には(a)

(b)両者 をコーディネー トする役割 と、個別性への対応

の役割がある。 したがって、「専門性」をめぐる諸問題

が関係するのは、主に(b)(c)と い うことになる。



センターでは、各々の学習者が自らの日本語や研究の

専門性に鑑み、自分に必要な予備教育について考えた上

で分野 ・レベル ・技能を設定 し、適切な授業を選択 して

自らの日本語教育を自らで組み立てるシステムを構築 し

てきた。3節 以降は、こうしたシステムの中で 「専門性」

をめぐる問題が どのように扱われてきたかを、(b)(c)に

分類 される授業例を紹介 しなが ら具体的に見てゆこう。

3.研究 留学生対象専門読解(初 ・中級クラス)

<Reading in a Specific Field>

3.1概 要

専門的な背景知識はあるが、 日本語能力が充分ではな

いという学習者を対象に、専門分野のテキス ト読解を通

して研究に必要な語彙 ・表現を教授す ることを目的とす

る。大阪外国語大学で研究留学生対象の予備教育が始め

られたごく初期 の頃か らある授業の一つである。1980

年には、医学 ・工学 ・農学 ・自然科学 ・社会科学 ・人文

科学分野の専門読解授業が提供 されていた。現在では、

学習者の多様性に合わせ、美学 ・音楽 ・経済学 ・法学 ・

経営学 ・環境論 ・物理学 ・化学 ・農学 ・医学 ・薬学 ・生

物学等の諸分野に分かれている。

授業内容や 日本語 レベルは、受講する学習者の専門分

野や 日本語能力、関心の範囲やニーズに合わせて柔軟に

対応 している。担当はそれぞれの専門分野で大学院の課

程を修め、日本語教育の経験を持っ教師による。

3.2特 徴

専門読解では、日本語以外の言語で既に獲得 している

知識、概念、用語等を日本語で表現する方法を学ぶ一方、

日本において生まれた概念 ・解釈についてや、日本での

研究の現状や傾向等について媒介語の助けを借 りて理解

・学習している。こうした二言語使用の割合は、コース

期間中に段階的に変化する。学習者の 日本語能力の向上

に応 じて、易 しい日本語に置き換 えて理解可能な学習項

目は、日本語で説明 ・議論 され、媒介語使用か ら目本語

使用への移行が進められる。

セ ンターに在籍する研究留学生 ・目研生は、 目本語能

力の高低に関係 なく、全員コース修了時に 自分の研究に

ついて日本語で発表を行い、質疑応答を行 う修了判定試

験が課 されている。発表 ・質疑応答で求められる表現能

力の一部は、専門読解授業の中で行われる議論を通して

培われている注3。

開講する専門読解授業に合致した研究分野の国費留学

生が、都合良く毎学期センターへ予備教育を求めて入学

す るわけではない。周辺的な学問領域の学習者、専攻は

していないが関心の範囲内にあるという学習者等に対し

ても、当該分野の基礎的な専門知識を平易な日本語や英

語で概説するとい う方法をも併せ持たねばならぬところ

に、専門読解の難 しさと専門家でなければ対応できない

「専門性」が指摘できる。

4.研究 留学生・日研生対象読解(中 ・上級クラス)

4.1概 要

セ ンターで予備教育を受ける学習者の中で、上級の日

本語能力 を有する者の専攻分野は、初 ・中級学習者の専

攻分野ほどに多様ではなく、多くの者は人文科学系分野

を専攻 している。政治学、経済 ・経営学等の社会科学

系の研究分野を持つ学習者 も在籍するが、理科系分野学

生の比率は極めて低い注4。

このような状況を踏まえ、現在センターでは、中 ・上

級学習者向け専門読解授業については、人文 ・社会科学

系分野の研究に必要な授業を重点的に提供することにし

ている。

文学 ・芸術系の授業としては 「日本文学」「古典文学

講読」「日本の美術」等が開講 され、文化 ・歴史系では

「日本文化論」「民俗学講読」「歴史学講読」「日本思想

史」等が提供 されている。社会科学系の授業としては 「経

済学」「時事問題」「国際関係論」「教育学」等がある。

この他に 「自然科学専門読解」 という科 目を用意 し、受

講生の専門分野とニーズに合わせながら科学雑誌等の読

解を行っている。

日本語そのものを対象として扱 う授業 としては、現代

語以前の古い日本語テキス トを扱 う分野の学習者には、

「古典文法」「漢文読解」「漢字研究」等の受講 を指導

し注5、言語学的知識 を必要 とす る学習者には 「日本語

学(音 声学 ・音韻論、文法、対照研究、応用研究)」 「国

語史」の受講を勧めている。

学習技能に焦点をあてた授業にっいては、「論文作成」

「演習発表」「講義聴解」「通訳翻訳」等がある。担当

は言語学 ・言語教育学等の専門分野で大学院の課程を修



め、日本語教育の経験を持つ教師による。

4.2特 徴

コース開始時に実施する'Placement Questiomaire'と

'Placement Testlに よって中級 ・上級 と判定 された学習者

であることが受講の前提 となっているため、教師は、学

習者が日本語以外の言語で既に獲得している知識や用語

等だけでなく、 日本での研究において生まれた概念や解

釈についても、学習者の理解できる日本語で説明を与え、

日本語で議論を行 うよう指導することがことができる。

このような授業を成立させるため、教師側には学習者

の教室外学習を可能にする指導が、学習者側にはテキス

トの語彙 ・表現を予め調べて議論に備 える等の授業外学

習が求められている。

「日本企業」、「近代 日本文学」がテーマの上級読解

授業では、これらのテーマを研究対象として学びたい者

と、日本と関連ある企業で働 くため、 日本社会を理解す

るための関心事として学ぶ者 とが机を並べることもあっ

た。周辺的な学問領域の学習者、異なる学習態度 ・専門

知識を持つ学習者等に対 して、概論的な説明と細部に踏

み込んだ解説を等しく行い、テキス トや概念の位置づけ、

定義づけを受講生の理解できる日本語で適切に行わねば

ならぬとい う意味で、やはり上級読解においても専門家

でなければ対応できない専門性の高さが指摘できる。学

習技能指導の専門性についても事情は同様である。

5.研 究留学生・日研生対象専門演習(中 ・上級クラス)

<Directed Reading and Research>

5.1概 要

コース開始時に実施する'Placement Questionnire'と

'Placement Test'(筆 記 ・面接)に よって、学習者の日本語

能力と研究分野が明らかになった段階で、学習者の指導

に適当な専任教官が選ばれ、専門演習授業が実施される。

専門演習は学習者の個別性に対応できるよう、一般に個

別指導形式で行われる。

専門分野の研究書や研究論文の講読、資料収集など情

報へのアクセスに関する指導、研究レポー ト作成指導、

研究発表についての指導等が含まれる。専門演習の授業

は、「専門性」をめぐり学習者が個々の選択授業で獲得

してきた知識や能力を統合 ・実践できる場としての機能

を 有 して い る。

5.2特 徴

研究テーマについての本格的な研究 ・指導は予備教育

後に留学先の大学で行われ ること、専門演習の 目的はそ

のための予備的な訓練であること、より専門的な知識が

要求される問題については専門読解授業あるいは次大学

の指導教官 との通信において解決可能であること注6等

が十分に了解されているため、専門演習において専門性

をめぐるトラブルはほとんど見受けられない。学習者の

中には予備教育期間中に読むべき研究書を紹介され、そ

の講読をこの時間に充てる者 もいる。

専門演習を担当する教師は、センターでの教育期間中、

学生の指導教官 としての役割をも果たし、担当学生が選

択する授業と学生の日本語能力 ・専門分野 ・学習技能 と

を対置し、適当な授業履修が行われるよう助言すること

になっている。

6.学 部留学生対象一般教科教育

6.1概 要

センターでは1991年 に学部留学生の予備教育を開始

した。学部留学生教育プログラムは、海外で中等教育を

修了した外国人学部留学生が日本の大学学部に入学する

前に1年 間 日本語 ・日本事情を学ぶとともに、数学や 日

本史等の一般教科を学ぶプログラムである。以下、 日本

語以外の教科を 「専門科 目」としてまとめ、その教育内

容について概観する。

学習者が履修する専門科 目は、本人が大学において専

攻する研究分野によって異なる。文科系の研究分野を希

望する者は、 日本史 ・政治経済 ・数学(経 済 ・経営学専

攻希望者対象)・ 英語(選 択)を 履修 し、理科系分野専

攻希望学生は数学 ・物理 ・化学 ・英語(選 択)を 履修す

る。英語を除いた全科 目が必修指定科 目となっており、

現在のところ履修について学習者の選択に任 される余地

はほとん どない。

中等教育修了 レベルを前提とした学部 レベルの教科教

育であるため、大学院レベルの研究留学生を対象 とした

予備教育とは別個のプログラム立てとなっている。クラ

ス編成の方法は科 目によって異な り、プレースメン トテ

ス ト等の結果によって教師が各学習者にクラスを指定し



ている。クラス規模は基本的に15名 程度である。

学習者の 日本語能力については、留学条件 となってい

ないこともあり、実に多様である。 日本語の知識を一切

持たない初学者が6割 以上いる一方で、母国で1ヶ 月程

度の日本語学習を経験した学習者や、母国で日本語学校

に通い 日本留学を経験したことのある学習者が在籍して

いる。予備教育開始当初から、 日本語能力試験1級 程度

の日本語力を持つ学生には、別カ リキュラムで大学生活

に必要な日本語 ・専門科 目授業を提供 している。対象 と

なる学部留学生の専門分野が人文 ・社会科学系に限 られ

ているため、日本語では古文 ・漢文、人文 ・社会科学読

解、論文作成、演習発表等の授業が、専門科目では日本

文化論、政治経済、 日本史、英文和訳 ・和文英訳等の英

語の授業(選 択)等 が提供 されている。

授業の担当には、各専門分野で大学院の課程を修め、

目本語教育の経験を持つ教師があたるようにしている。

6.2特 徴

専門科 目授業の目標 とす るところは、学習者が日本の

大学の学部 ・学科において大学教育を受けるに必要な知

識と日本語能力を身に付けることである。学習者は各々

母国の中等教育機関において、母国で高等教育を受ける

際に必要な数学 ・物理 ・化学 ・経済等の知識を母語で既

に獲得 している。 したがって、センターでの専門科目教

育は、基本的には、(1)学 習者が獲得している知識、概

念、用語を日本語で表現する能力を養成すること、(2)

学習者に不足 している知識 を補足すること、の二点に集

約できる。各国の学習者の既得知識に関しては、センタ

ーが実施 している 「諸外国における中等教育の教科書 と

教材に関する調査研究」を参照されたい注7。

専門性において学部留学生と研究留学生とを比較すれ

ば、両者の隔た りは非常に大きいと言わざるを得ない。

知識の多寡だけでなく、情報の選択能力・分析処理能力 ・

表現能力等、あらゆる点において学部留学生の能力は未

だ高等教育の入口の段階にある。がしかし、研究留学生

を対象とした予備教育において考えられた教授方法は、

専門性のレベルの異なる学部留学生を対象とした予備教

育においても有効である。まず、日本語の能力が低 く抑

えられている段階では、積極的に英語や視聴覚教材を利

用 して、より一般的な概念や既習の トピックについて説

明を行い、それ らを日本語で表す方法を教える。その後

学習者の目本語能力の向上に応 じて、説明に用いる言語

や扱 う学習項 目に変化を加える注8。言語の面では、複

雑 さや頻度の面で抑制をきかせた日本語使用から、より

自然な目本語使用へと移行させ、学習内容の面では、全

受講生が既知とする学習項 目から始め、日本の中等教育

が特徴的に持つ学習項 目、日本社会 ・日本文化において

独 自に発生 ・展開した概念や用語の解説、応用課題、大

学教育への入門的な学習等へ と展開させることが考えら

れ る。英語能力が十分でない学習者が受講する場合は、

扱 う学習項目の選択や提出順序、教授方法等に対する配

慮は特に重要である。

このように学部留学生を対象とした一般教科教育は、

日本人高校生や大学1年 生対象の教育とは教授項目 ・項

目の提出順序 ・教材 ・教授法等多くの点において大きく

異なる。この異なりは、第二言語として 日本語を学ぶ外

国人学習者を対象 とした日本語教育 と、第一言語 として

日本語を学ぶ 日本人を対象とした国語教育が、教育方法

において見せる異なりに類似している。 日本語教師 と専

門教科教師の連携の必要性が指摘、実践されているが注'、

役割の分担とい う面だけでなく、既得能力 ・既得知識を

活かし目的に合わせた能力向上 ・知識獲得を目指す多様

な学習者に対して、的確な指導を行 うカ リキュラムや方

法論を共有するといった面での連携を探る視点も必要で

あるように思われる。

7.学 部留学生対象学部移行期カリキュラム

7.1概 要

学部留学生は研究留学生 とは違い、学部入学以降あら

ゆる学習 ・研究活動を日本語で行 うことが前提 となって

いる。そ うした意味で、大学での勉学に必要な広範囲の

学術 日本語の習得が強 く求められる学習者だと言 うこと

ができる。

センターでは、学部留学生の配置大学が決定する1月

から3月 にかけてのコース終了直前の3ヶ 月を 「学部移

行期」と呼称し、次大学での円滑な学習に資するための

教育期間として位置づけ、日本語については学術 日本語

や学習技能に焦点をあてた教育を、専門科 目については

大学教育への導入的な授業を行っている。



7.2特 徴

日本語授業では、文法(テ キス ト精読 と文法)・ 漢字

(語形成 と表記)・ 読解 ・講義聴解 ・論文作成 ・演習発

表の授業を提供する。専門分野を考慮 した教材選択が行

われ、大学での学習活動を念頭に置いた日本語教育が展

開される。

専門科目の授業では、物理 ・化学実験の実施が学部移

行期カ リキュラムの特徴を最も端的に表 している注10。

学部移行期授業では、それまでに教科書を用いて得 られ

た語彙や知識を、実験を通 して分析、表現、議論、報告

する方法を学んでいる。実験オ リエンテーションに参加

し、実験マニュアルを解読しなが ら実験の目的を聞き取

り、実験上の諸注意をノー トに書き留め、他の学習者 と

日本語で意志疎通を図りながら実験を遂行す る。得 られ

た結果については、同じ実験グループの学生達 と日本語

で分析 ・議論 し、コンピュータを用いてデータ整理 した

後 レポー トにまとめる。提出されたレポー トは、教師に

よって添削され、再考 ・再提出を求められる。専門分野

の研究における大学での学習活動を念頭に置いた授業展

開と言うことができよう。

以上のように、学部移行期カ リキュラムでは、それ以

前の基礎的な予備教育を前提に、より実際的な日本語お

よび一般教科の授業を提供 し、学部留学生に必要な日本

語能力 ・学習技能 ・専門知識 を有機的かっ統合的に結び

つける実践の場を学習者に提供している。移行期カリキ

ュラムにおける実際的な言語使用の場は、次大学での円

滑な学習に大いに資するものと考えられる。

8.専 門日本語教育の課題

学部留学生の予備教育が始まった1991年 は、冒頭で

も述べたように、大阪外国語大学が提供す る目本語教育

プログラムを再検証する契機 となる年であった。一年の

予備教育とい う比較的ま とまった時間が与えられたこ

と、同一の学習 目的 ・学習動機 を有する均質の学習者が

毎年一定数在籍すること、この二つの利点を最大限に活

か した学部留学生対象の予備教育を行 うことによって、

センターの日本語教育は、それまでの研究留学生を対象

とした予備教育からだけでは得ることのできなかった視

点を得ることができたように思われる。

両プログラムを対照させることで明 らかになった事柄

は次のようにまとめられる。第一は、大学での日本語教

育プログラムにおいては、専門知識 ・日本語能力 ・学習

技能について、学習者が今あるレベル と今後必要とされ

るレベル とをそれぞれに把握 し、それ らが目の前に存在

する学習者において多様であるか同様であるか判断する

ことの重要性、第二は、多様性 ・等質性 ・個別性に対応

する方法 として、(a)必 修固定クラスで効率よく効果的

に複数の学習者を教育する方法、(b>選 択制 クラスで多

様性を吸収 させつつ教育する方法、(c)個別性を尊重した

個人指導の方法のいずれを採用するか、教師 ・学習者が

互いの合意の下に決定できるシステムの有効性である。

大阪外 国語大学で本格的な 日本語教育が始め られて

45年 もの時間が経過 した。先にも述べたよ うに、専門

性をめぐる問題は、教育に携わる機関の特性や 日本語教

育を支えるバ ックアップ体制のあ り方などによって様々

な取 り組みが可能な問題である。カ リキュラム、指導体

制、教授法、学習項目、担当教師の専門性 といった様々

な側面か らの提案が考えられる中、大阪外国語大学が提

案する 「専門知識、 日本語能力、学習技能における学習

者の多様性 ・等質性 ・個別性を、学習者の選択による履

修体制 ・教師の指導方法において、吸収 ・発展 させ るシ

ステム」は、今後、他機関における日本語教育 との対比

や融合の中において、あるいは、センターの新たな教育

への取 り組みの中で、検証 ・改善されることとなろう。

注

注1本 稿は、1994年 から1999年 まで筆者が授業担当者およ

びコーディネーターとして関わった授業を通して得た知

見に依るところが大きい。但し、授業内容に関する記述

や考察についての誤謬は全て筆者個人に帰する。

注2米 田1999は アンケート調査をもとに工学系研究留学生

が研究活動上求められる学習技能を報告している。論文

作成能力の必要度においては個人差が認められること、

専門に関する発表や議論ができ教職員や日本人学生と目

常会話が進められる能力が広く求められていること等が

指摘されている。

注3選 択授業にある学習技能養成授業の一つでは、発表や討

論に必要な日本語や技能が教授され、修了判定試験が求

める「発表と議論の会話能力」養成の一端を担っている。

これは米田1999が 指摘する学習技能とも一致する。

注4各 学期の在籍学生の専攻分野詳細は、毎年3月 に発行す



る 『セ ンター 広報』 に統計 が報告 され てい る。

注5日 本文学 専攻の学習者 が古文漢文 に関 して 中等 教育 レベ

ル の基礎知識 を身 に付 け る機会 を持 たぬ まま国語国文学

科 で研究 を開始 しよ うとす る際 に予想 され る苦労は、史

料を扱 う研 究に携 わる学習者一般 に共有 され るものだ ろ

う。草稿や版 本 とい った一次資料 を駆使 した研 究 を行 う

場合だ けでな く、翻訳 テキス トも含 め、二 次資料 を用い

た研 究を行 う場合 であって も、大学院で の本格 的 な研 究

を始 める前に、 日本 の高校で一般 に紹介 され る古文漢文

を実際 に読み、翻刻活 字本や 旧仮名 テキ ス トに触れ、文

献の扱 いについ て概説 を聞 く人 文科学系予備 教育 とい う

もの が提案 でき るのではないだ ろ うか。

注6電 子 メール とい う通信手段 の整備 に よって 、留学先の指

導教 官は もちろん、母国 の指 導教官 とも容 易に通信 を行

うこ とが可能 にな り、研究室や 実験室か ら遠 隔の地 にあ

る予備 教育機 関の教育環境 は一新 した。 イン ターネ ッ ト

やSCS(ス ペ ース ・コラボ レーシ ョン ・システム)等 の

本格利 用に よって、教育 の環境 や可能性 は さらに新た な

局面 を迎え ることになろ う。

注7大 阪外 国語大 学留学生 日本 語教育セ ンター(研 究代 表者:

小林 明美):諸 外 国にお ける中等 教育教科書 の調 査研究,

大 阪 外 国 語 大 学 留 学 生日 本 語 教 育 セ ン ター 発 行,

1996-1999,を 参照 され たい。調査 対象国 は、1995年 度

シンガポール ・フィ リピン ・オース トラ リア、1996年 度

タイ ・イ ン ドネ シア、1997年 度モ ンゴル 、ヴェ トナム、

1998年 度 アルゼ ンチ ン ・メキシ コ ・ブ ラジル で ある。

注8エ ラス ムス計画 に よ りデ ンマー クに短期 留学 した アイル

ラン ド人学生 が同様の使用言 語移行 を経験 した とい う報

告 があ る(志 賀幹 郎:エ ラスムス計画 と日本の最近 の短

期 プ ログラム― 国際化の方 向性の考察―,多 摩留学生 セ

ンター教育研 究論集,vol.1,pp.63～71,1998)。

注9松 本隆 ・山 口麻子 ・高野 昌弘:経 済分野 の専 門的 日本語

教 育― 語学教 師 と専門家 の連 携 を 目指 して一,ア メ リカ

・カナダ大学連合 同本 語研究セ ンター紀要
,voL21,pp,1

～40(1998)等 が挙 げ られ る。

注101998年 度 に行 われ た物理実験 の実験項 目は、1.運動 と

脈拍(脈 拍セ ンサー)、2.運 動 の理解、3.自 由落 下(重 力

加速度 の測定)、4.LRC(L=コ イル のインダ クタンス,R=

抵抗,C=コ ンデ ンサーの キャパ シ タンス)回 路 、5.音波 、6.

熱 伝導 、7.光 の干 渉 、8.万有 引力 の測 定、9.ポ ル ダの振

り子、10.電 子 回析 で ある。実 験 を通 して用具 の接続 方

法 、 コンピュータ ソフ トの使用 法、基礎的 な測 定実験方

法 を習得 し、結 晶構 造回析 の基礎 等を学習 した。 化学実

験(試 行)で はアニ リンのアセ チル化 を通 して化 学実験

にお け る基本的 な操 作法を学習 した。
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